
2025年度休眠預金活用事業（通常枠）誰ひとり取りこぼさない、 IT活用も含めた日本語教育・支援体制整備事業
ー社会的所属のない海外ルーツ者を対象とした学びとつながりの場づくりー

【申請団体一覧】

No. 団体名 所在地 事業名 事業概要

1 一般社団法人福岡国際市民協会 福岡県 九州地球市民学校

FIRAは海外ルーツの保護者が主体となり設立した団体であり、日本語指導や学習支援、進路サポート等を通じて【3
年・延べ8,168名】を支援してきた。来日当初に未就園・未就学だった子どもが園や学校につながる一方、家族滞在等
で来日した保護者及び学齢超過の子ども若者は、日本語教育・進学・就労のいずれにもつながりにくく、孤立しやす
い。FIRAは当事者コミュニティと地域住民・学校・自治体とのつながりを強みとしており、本事業を通じて、対象者へア
ウトリーチを強化する。本事業では社会的所属のない海外ルーツの保護者と子ども若者を「日本語ができない人」で
はなく、家族生活・子どもの教育・地域の経済を支えるキーパーソンでありながら制度的所属を持ちにくい生活者と捉
え直し、対象者が本来の力を発揮するための支援・環境づくりを実施する。具体的には(1)社会的所属のない保護者・
子ども若者を対象とした日中の日本語クラス、(2)キャリア教育・就労支援プログラム、(3)九州の支援者ネットワーク構
築を、ICTを活用したオンラインおよび対面で行う。従来の対面中心の支援を、有資格日本語教師と多文化コーディ
ネーターの配置、オンライン併用により、自宅から出にくい母親や社会資源が乏しい地域の未支援層へ届け、支援の
質と量を拡大する。

2 公益財団法人静岡県国際交流協会 静岡県
地域団体と共に進める学びの継続及び社会参加への接
続支援

静岡県国際交流協会が運営する外国人相談窓口に寄せられる情報の精査や、日本語・キャリア教育事業の協力団
体と協議を行い、義務教育年齢を超えて来日した子供や身分に基づく在留者で社会的所属がない若者の実態把握
するための聴き取り調査を行う。進学希望や就労意欲がありながら日本語能力やコミュニケーションに課題を抱える
15才から20代の若者を掘り起こし、ITを活用した日本語学習機会を提供する。また、生活相談事業や就労支援事業
と掛け合わせ、SNSで悩みや不安を寄せられるようにし、生活課題の解決に向けた手立てを講じ、生活設計プラット
フォームのDX化を図る。
本事業は静岡県三島市を中心とする東部地域から着手し、2年目から中部地域へと展開を広げていく。東部では既存
の日本語支援グループや個人支援者等の善意に頼る体制ではなく、当協会が調整役を担い、本事業の実施運営に
沿って役割や目的の明確化を図り、ネットワークを組織化させる。IT機器をハブにし、教室の枠を超え、日本語教師や
地域支援者と学びを求める若者がつながり続けることのできる仕組みを作り、日本社会への接続支援を行う。高校や
企業見学、日本の社会文化に触れる機会を提供するとともに、社会人や大学生として活躍する海外ルーツの先輩が
当事者目線で伴走支援の役割を担い、本事業に参加する若者が安心して学ぶことのできる環境をつくる。



3 特定非営利活動法人トルシーダ
※コンソーシアム申請

愛知県
支援の届きにくい若者へのICTを活用した日本語支援・進
路支援事業

本事業は、外国ルーツの若者が言語や情報の壁を越えて進学・就労・地域参加等に関する情報へアクセスし、多様な
人や社会との接点を持ちながら、自らの可能性や選択肢を広げ、進路や生き方について考える機会を得られる環境
づくりを目的とする。
近年、外国ルーツの若者の中には、日本語能力の不足だけでなく、進学や就労に関する情報へのアクセス不足、相
談相手の不在、地域社会とのつながりの希薄さなどにより、自らの将来を具体的に描くことが難しい状況に置かれて
いる者が少なくない。また、支援者側においても、若者支援に必要な知識や実践経験を有する人材が不足しており、
支援が地域や個人の経験に依存している現状がある。
そこで本事業では、愛知県のトルシーダと茨城県のピースリンクジャパンがコンソーシアムを組み、日本語教室、個別
相談、進路相談、キャリア教育、先輩との交流、職場体験等を実施する。また、ICTを活用したハイブリッド型教室の運
営により、地域を越えて若者の学習機会や相談機会を拡大する。
さらに、実践型OJTを通して支援者同士が継続的に学び合う仕組みを構築し、教材や実践記録、支援事例を共有・蓄
積することで、外国ルーツの若者支援に関する知見の継承と支援体制の強化を図る。これにより、支援空白地域にお
いても継続的な支援が可能となる体制づくりを目指す。

4
株式会社アイ・シー・エイ　ICA国際会話学院　
霧島校
※コンソーシアム申請

鹿児島県 地域多言語・多文化支援インフラ構築事業

本事業は、社会的帰属のない海外ルーツ者に対し、地域格差によって不足している日本語教育支援を補い、誰もが
学び・働き・地域とつながる機会を確保するために設立したコンソーシアムである。成人には、対面とオンラインを組み
合わせた地域日本語教室を定期的に開催し、生活に必要な日本語から就労日本語まで段階的に学べる環境を整え
る。また、ICA国際会話学院霧島校が専門とする、履歴書作成、面接対策、職場で求められる日本語など、就職に直
結する支援を提供する。児童・生徒に対しては、きりしまにほんごきょうしつのこれまでの実績を元に、不就学・不登校
や市町村を越えたニーズに対応し、家庭・学校から受講できるオンライン日本語授業を整備するとともに、必要に応じ
て訪問型支援も行う。さらに、母語支援者とのオンライン面談を通じて、生活上の困りごとを母語で相談できる体制を
新しく構築する。これらの支援を支えるため、日本語教師やコーディネーターの育成・研修を行い、地域全体で支援を
担える人材基盤を整える。また、学校・自治体・企業との連携を強化し、多文化共生研修や地域交流の機会を創出す
ることで、地域の理解促進と安全性向上にも寄与する。これらの取り組みを通じて、社会的帰属のない海外ルーツ住
民の学習・就労・生活の安定を支えるとともに、地域社会全体の活性化と多文化共生の実現を目指す。



5 認定特定非営利活動法人アクセプト・インター
ナショナル 東京都 対話と学習によって社会と繋がり貢献していくための事業

難民認定申請者は、在留資格からひもづく所属がなく難民該当性の審査中は本国への送還はないものの「宙ぶらり
ん」な立場です。特に日本に入国して概ね8～9か月の間は、在留期限が短期間のため非居住者となり住民登録がで
きず、また就労許可がないため生計を立てることもできません。日本政府が実施する難民認定申請者のための経済
支援の枠組はありますが、受給できるのはごく一部の人に限られ、また、受給できたとしても申請から受給まで平均
3～4カ月を要します。加えて、生活や日本語学習など情報を得ること自体が難しく、加えて英語を話せない人の場
合、貧困と孤立がさらに深刻化します。
当団体では、こういった方々を主たる直接受益者とし「宙ぶらりん」の時期を次への「準備期間」と捉えて日本語学習、
就労支援、そして孤立を解消するための居場所提供を含めた事業を実施します。さらに、就学や就労を開始した方に
対しては、必要に応じて先方と受益者の間の調整役兼通訳、という立ち位置で支援介入をしていきます。当団体には
難民支援の専門家及び、外国人支援、日本語学習指導経験のあるスタッフを配置しており、チーム一丸で相談者を
支える臨機応変な体制が整っています。また、本事業を通じて後進の育成や日本語学習支援の拡大と安定供給のた
め団体独自の支援ガイドラインや指導要領を策定していきます。

6 SUN株式会社 東京都 記載なし

本事業は、専門学校・日本語教育機関等を卒業後、就労・進学に接続できていない海外ルーツ若者を主対象に、オン
ラインを活用した日本語学習、進路・生活相談、外部機関接続を一体的に提供する伴走支援事業である。加えて、不
登校・登校困難等により十分な日本語教育機会を得られていない外国ルーツ児童生徒も副次対象とし、基礎日本
語、学校生活で必要な日本語、学習習慣づくりを支援する。対象者は累計120名程度を想定し、元留学生等95名、不
登校・登校困難児童生徒25名を目標とする。支援は原則オンラインで実施し、少人数制の日本語レッスン、JLPT対
策、就労準備日本語、月次面談、PC支援、多言語対応、保護者・学校・支援機関との連携を行う。なお、本事業は求
人紹介、職業紹介、在留資格申請代行、自社サービス販売を目的とするものではなく、学校支援終了後や不登校等
により孤立しやすい子ども・若者に対し、学び直しと社会参加につながる公益的な支援体制を整備するものである。



7 特定非営利活動法人まなびと 兵庫県
地方圏における家族帯同外国人のためのオンライン日本
語教育と地域伴走支援事業

本事業は、地方在住で社会的所属のない就労ビザ家族帯同配偶者（18歳以上）を対象に、オンライン日本語教育と
在住地域のローカルメンター伴走を融合させた、自走型の「学びとつながりの場」を構築する事業である。
具体的な活動として、①オンライン日本語教室の週3回平日日中実施、②在住地域での「地域メンター」の開拓とマッ
チング、③コーディネーターによる全体の需給管理とゴール設定、を行う。カリキュラムは精緻な文法積み上げではな
く、自己表現や地域での実践的な会話に特化し、あらかじめ地域人材や課題へのリサーチを行った上で、短期間で地
域社会へ接続・自走できる「卒業」のゴールを設計する。さらに、在住地域に困りごとを相談できる「地域メンター」を配
置することで、オンライン授業卒業後も地域での活動を支える体制を担保する。
2.5年間の助成期間内で計5期を運営し、毎期20名（計100名）の新規学習者を受け入れる。支援フェーズを「導入期」
「過渡期」「成熟期」の3段階に定義し、段階的な日本語力獲得と地域資源への接続を伴走する。
これにより、学習意欲のある大人が日本語力を高めて地域と繋がることで、単なる「被支援者」の立場を脱し、自らの
スキルや関心を生かして地域住民へ小さな貢献を行う「主体的な地域の一員」へと変容することを目指す。大人の主
体性を育むことで、間接的にその子どもへの必要な支援の波及をも狙う。

8 株式会社マキノハラボ 静岡県
海外ルーツの子ども・若者の「学びと所属」をつくるハイブ
リッド日本語伴走支援事業

本事業は、学校・就労・地域支援につながりにくい海外ルーツの若者・生活者、および不就学・不登校等により日本語
学習機会が不足している子どもを対象に、日中の学び直しと相談につながる入口を整備する事業である。対象者は、
日本語力に加え、進路情報、制度理解、相談先に関する情報や地域との接点が不足し、自力で必要な支援にアクセ
スしにくい状況にある。そこで初回アセスメントにより、学習・生活・進路の状況を把握し、一人ひとりに応じた支援計画
につなげる。支援は、オンライン伴走と対面支援を組み合わせ、月曜日・水曜日は午後のオンライン伴走と夕方の対
面支援、火曜日・木曜日・金曜日は日中のオンライン伴走を中心に継続的に実施する。Webアプリは、教材提供や業
務効率化にとどまらず、移動手段、時間帯、家庭環境などの制約がある対象者にも支援の入口を広げる基盤として活
用する。多言語教材、学習履歴、面談記録、目標管理を整備し、支援者が常にそばにいない時間でも次の学びを確
認できるようにし、学習の停滞や未着手を次回支援につなげる。対面支援では、学習定着、進路・生活相談、家族や
学校・関係機関との接続を行い、地域や仲間とのつながりを通じて所属感を育む。支援記録を成果把握と改善にも活
用し、支援の質と継続性を保ちながら、将来的には他県・他地域でも活用できるモデルとして全国共有を目指す。



9 特定非営利活動法人WELgee 東京都
難民・避難民への就労特化型日本語教育・キャリア伴走
一体化事業

本事業は、日本に在住する社会的所属のない難民・避難民を対象に、WELgeeが10年間培ってきた育成・就労伴走
事業を基盤として、育成・就労伴走事業と就労特化型日本語教育を一体化した支援モデルを構築するものである。

従来の日本語教育は資格取得が中心であったが、本事業では職場で必要な日本語レベル（N3相当）や就職活動を
見据えた学習を実施するとともに、
結果だけでなく、日本語能力試験だけでは評価しきれない学習姿勢や成長過程、自助努力を可視化し、企業の採用
判断に活用する新たな推薦モデルを構築する。

また、定期的な学習機会を通じて当事者との接点を増やし、就職活動や生活上の悩み、孤立の兆候を早期に把握す
るとともに、必要に応じて行政や専門機関、他団体へ適切につなぐ機能を担う。

さらに、今年より開始した企業や市民と連携したコミュニティ活動への参加を促し、日本社会とのつながりや居場所づ
くりを推進する。
関西・東海・横浜で実施してきたアウトリーチも拡大し、オンラインを活用しながら事業期間中に250名以上との接点創
出を目指す。

日本語力の向上による就労機会の拡大は、有料職業紹介事業のマッチング増加にもつながる。その収益を、特定技
能をはじめとする新たな就労ルートの開拓や、就労許可のない方々への伴走支援活動の充実へ再投資することで、
支援対象の拡大と事業の持続可能性を両立する。

10 特定非営利活動法人育て上げネット 東京都
日本語を前提とした既存の若者支援を多文化対応に拡張
し海外ルーツの若者と日本社会をつなぐ事業

　本事業は、新たな支援機関をつくるのではなく、当団体を含めて日本語を前提とした既存の子ども若者支援を多文
化対応へと拡張することで、海外ルーツの若者支援の裾野を広げることを目的とする。対象は、日本語の制約により
居場所や就労支援等に接続できていない、または継続利用が困難な海外ルーツの若者であり、事業期間中に100人
規模の支援接続を目指す。
　事業では、自団体および一部連携団体において、日本語学習支援（対面・オンライン）と伴走型支援を組み合わせた
支援を試行し、その結果を踏まえて連携団体5現場へと展開する。支援は個別面談やケース対応を軸に、居場所や
就労支援、地域資源への接続を一体的に行う。
　あわせて、合同ケース会議を通じて支援方針や課題、ツール改善の意見を共有し、支援手法や教材の改良を継続
的に行う。さらに、実践報告会や導入説明会を通じて他団体への展開を進め、支援手法を活用する現場を10現場規
模へ拡大する。
　本事業により、日本語学習と居場所・就労支援の分断を解消し、外出困難や地域的制約により支援に接続できな
かった層を含め、継続的な支援機会を提供する。同時に、既存支援に多文化対応を組み込むことで、特定の事業に
依存しない支援基盤として定着させ、支援の空白の縮小を図る。



11 特定非営利活動法人まんまるあかし 兵庫県 外国にルーツを持つ子ども達への進学支援

本事業は日本で高校進学を希望する若者が、言語や制度の壁によって進学を諦めることのないよう、オンライン授業
とスクーリング授業を組み合わせて継続的に支援することを目的とする。主な対象は、母国で中学校を卒業して来日
した若者、また日本語力が十分ではなく、学校で孤立している中学3年生である。彼らは日本語力の不足に加え、日
本の学校制度や入試の仕組みが分からず、進学を躊躇することが多い。本事業では日本語教師による日本語授業
に加え、日本語教授法の知識のある講師による高校入試に必要な教科指導を行い、日本語力と基礎学力の双方を
育てる。オンライン学習で継続性を確保し、スクーリングで理解の定着や個別フォローを行うことで、通学が難しい家
庭にも対応できる柔軟な学習環境を提供する。また、父兄に対しては、日本の学校制度、高校の種類、入試方法、必
要な費用などを説明し理解する機会を設け、外国人保護者が子どもの将来を支援できる状態を整える。さらに、本事
業の最終ゴールは「高校入学」ではなく「高校卒業」とし、入学後も継続して学習面・生活面の相談に応じる伴走支援
を行う。特に社会科など理解が難しい科目については、母語での説明を取り入れるなど、学習のつまずきを防ぐ。外
国にルーツを持つ若者が日本で未来に希望を持ち続け、自信を持って生活できるよう、長期的で包括的な支援を提
供することを目指す。


